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企業と防災について
－現状と課題－

平成１４年１２月２５日(水)
内閣府（防災担当）

http://www.bousai.go.jp/
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防災担当

政策統括官（防災担当）

参事官（地震・火山対策担当）

参事官（防災総括担当）

参事官（災害予防担当）

参事官（災害応急対策担当）

参事官（災害復旧・復興担当）

官房審議官（防災担当）

防災担当大臣

副大臣

政務官 防災通信官

企画官（４名）

鴻池祥肇

米田建三

阿南一成
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・東海地震対策専門調査会
・東南海、南海地震等に関する専門調査会
・防災に関する人材の育成・活用専門調査会
・防災情報の共有化に関する専門調査会
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計画的防災行政の推進

• 中央防災会議　　　　⇒　防災基本計画
• 指定行政機関　　　　⇒　防災業務計画
　指定公共機関　

• 都道府県防災会議　⇒　地域防災計画　　
（市町村）　　
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企業防災
－「防災基本計画」における位置付け－

①従業員、顧客の安全確保

　　

②事業活動の維持と社会経済の安定

③地域防災活動への貢献
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従業員･顧客等の安全確保
　・救助体制の確立
　・物資の提供･地域防災活動
　　への貢献

自助・共助

被害を最小限に
　・建物が災害で壊れない
　・平常時の保守点検･リスク
　　マネジメント

事業の早期復旧･再開
　・経済社会の安定
　・コミュニティ、人とのつながりが
　　保たれる

行政による防災対策
自助･共助を支える仕組みづくり

予防 応急

復興

公　助

防災協働社会における企業
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阪神・淡路大震災では、多くの人
が近隣住民によって救出された

要救助者約３．５万人のうち
警察、消防、
自衛隊救出

約８千人

約２．７万人

近隣住民等に
より救出

河田恵昭「大規模地震災害
による人的被害の予測」
（阪神・淡路大震災教訓情

報資料集）
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中央防災会議
専門調査会提言（本年７月）

• 地域防災活動へ貢献、地域との連携強化

• 平時においても行政と連携、施策へ反映

• 企業の防災・危機管理を評価する社会システム
の構築

• 市場における防災性能評価等の推進
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企業と防災に関する課題
①企業の自主防災

• 従業員、顧客の安全確保
• 事業活動の維持と社会経済の安定
　（特に、災害直後には、コンビニ・スーパー等の流
通業、電力、電話、鉄道等のライフライン産業等
の事業活動の維持が重要）
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⇒

• ハザードマップ、被害想定等正確な情報共
有化

• 優良事例紹介、普及啓発等による防災対
策ノウハウの共有化

• 企業間相互援助協定
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商品、サービス等の防災性能、
防災力向上への貢献度を評価

防災に直接関連

防災グッズ、情報提供

防災への活用･貢献

次世代携帯電話、雨水貯留

日常の生活品

住宅･衣類･食品　　　　　　　
　　　　　　　⇒防災性能評価
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企業相互の情報交換の場ーBICEPP
(Business & Industry Council for Emergency Planning & Preparedness)
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②地域防災における企業の役割

　企業が保有する経営資源の活用

⇒

• 業務市街地では企業が防災の主役（エリ
アマネジメント、官民協働の地域防災計画）

• 組織力を活かした多種多様な地域社会へ
の支援（青年会議所、企業消防隊等）

• 自主防災組織と企業との連携
• 次世代の地域防災リーダーの育成
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阪神・淡路大震災時の事例

＜ダイエー＞
• 休日返上で生活必要物資供給のため営業再開
• フェリー、ヘリをチャーターし物資輸送
• 大量の社員を被災地に緊急派遣、地域貢献

＜ダスキン＞
• 避難所、公衆便所200箇所の汚物清掃（１ｹ月間）
• ４万５千世帯の被災者の下着洗濯（３ｹ月間）
• 生活必需品提供（衣類６万点、缶詰３万個、パン３万個、ドーナツ３
万個）
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阪神・淡路大震災時の企業による地域貢献
（被災地企業アンケート調査）

物資提供　 義援金 救出・消火活動
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東海豪雨（H12）の際の支援

• 名古屋青年会議所

• 東海理化
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企業消防隊
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エリアマネジメント

• 個別の建物、施設ごとに行われていた管
理を、エリア単位に拡張させ、施設等の特
性を活かした相乗効果と、生活者・来訪者
の声を全体に反映させることを期待
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防災福祉コミュニティ（神戸市）
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京都市「地域防災ネットワーク」
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③行政と企業の連携

⇒

• 自治体との協定
　（例）建設業、自動車整備工場、タクシー、流通業、

　　　　コンビニ、企業のヘリポート

• 広域的対応
　（例）帰宅困難者

• 官民連携の事業
　（例）防災情報システム
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自治体との協定
（練馬区レスキュー隊）

• 人命救助、道路啓開等の応急対策業務
• 建設業協会、電設工業会等と協定

　自動車修理工場

　による訓練　⇒
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帰宅困難者対策

• 東京都における帰宅困難者の発生予測
　⇒通勤通学者、買物客等　３７１万人

• 問題点
　・鉄道の被害状況等に関する情報不足

　・滞留スペース、一時避難所不足
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都市再生本部（本年10月）
「全国都市再生のための緊急措置」

　　「防災まちづくり」

• 密集市街地
• 都市水害

・ 震災時の帰宅困難者対策等
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産学官協働の防災対策

27


